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指定管理者候補者の選定について ［静岡県医療健康産業研究開発センター］ 

 

静岡県経済産業部産業革新局新産業集積課 

１ 趣旨 

  静岡県医療健康産業研究開発センター（以下「センター」という。）の管理業務を効果的

かつ効率的に行うため、地方自治法第 244 条の 2第 3項及び静岡県医療健康産業研究開発セ

ンターの設置、管理及び使用料に関する条例第 17 条第１項の規定により、センターの管理

に関する業務を行う指定管理者の募集を行った。 

 

２ 施設の概要 

名  称 静岡県医療健康産業研究開発センター 

所 在 地 駿東郡長泉町下長窪 1002-1 

設置目的 

医療健康分野における県民の経済基盤を確立することにより、ファルマバレープロ

ジェクトの一層の推進を図り、もって世界一の健康長寿県（県民が健康な生活及び

長寿を享受することのできる世界に誇るべき社会をいう。）の形成に資することを

目的に設置 

供用開始 一部開所：平成 28 年３月１日、全部開所：平成 28 年９月１日 

規模等 

鉄筋コンクリート造（北棟・南棟） 

鉄骨鉄筋コンクリート造（別棟） 

鉄骨造（地域企業開発生産施設Ａ棟・Ｂ棟、リーディング機関研究開発生産

施設、研究開発生産棟、中央棟）等 

敷地面積 43,608.22 ㎡  延床面積 16,853.89 ㎡ 

施設概要 

リーディング機関研究開発生産施設 

地域企業開発生産施設Ａ棟・Ｂ棟 

研究開発室（23） 

会議室（交流ホール、大会議室、中会議室(4)、小会議室（4）） 

ファルマバレーセンター事務室・連携室、静岡がんセンター研修室、 

常設展示場、試作室、医学図書館、食堂、休憩スペース等 

 

３ 指定管理者の募集 

募集方法 公募 

申請期間 
（募集要項配布） 令和２年９月３日～９月 18 日 

（申請書類受付） 令和２年 10 月１日～10 月９日 

内

容 

事業計画

書の提出 

「静岡県医療健康産業研究開発センター指定管理者募集要項」に基づき、事

業計画書その他要項に定める書類を提出する。 
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管理運営 

方針 

・静岡県ファルマバレープロジェクト戦略計画に基づいた運営とする 

・事業化・製品化件数 20 件以上、共同研究契約件数 10 件以上及び入居者課

題に対する解決策等紹介件数 50 件以上、会議室の利用率 35％以上、交流

ホールの利用率 30％以上を期間中の目標数値とする。 

・利用者の安全確保を最優先とした管理を行うこと 

・危機管理の責任者を明確にし、平常時から危機の未然防止に最大限努める

こと 

・連絡体制の整備、危機管理計画やＢＣＰ計画（事業継続計画）の作成、研

修・訓練の実施など危機が発生した場合に備えた準備を進めること 

・「県有施設における感染防止方針」等により、新型コロナウイルス感染対

策を講じること 

・入居者の管理体制を確認するとともに、施設全体で調和及び連携した管理

を行うこと 

・入居者が原則 24 時間使用可能とする管理を行うこと 

指定の 

基準 

次に掲げる基準のいずれにも該当するもののうちから、最も適切にセンター

の管理を行うことができると認められるものを候補者として選定し、議会の

議決を経て指定管理者を指定する。 
(1)事業計画書の内容が、センターにおけるサービスの向上が図られるもの 
であること。 

(2)事業計画書の内容が、センターの効用を最大限に発揮できるものであると

ともに、管理に係る経費の縮減が図られるものであること。 
(3)事業計画書に沿った管理を安定して行う能力を有しているものであること。 
(4)県内において医療健康分野に係る産業の振興に寄与する活動を行うもの

であること。 

業務内容 

( 1 )入居者支援の企画及び実施に関する業務 

(2)連携･交流事業の企画及び実施に関する業務 

(3)センター施設の提供及び活用に関する業務 

休館日の決定、会議室の使用承認、供用日及び供用時間の決定、優先使用、

利用料金の設定、設置目的に資する利用の促進 

(4)利用者サービスに関する業務 

ワンストップ機能の発揮、常設展示場・試作室の提供、医学図書館の活用、

少量危険物倉庫・防災倉庫の提供、食堂の運営、自動販売機の設置等 

(5)危機管理及び施設の維持管理に関する業務 

(6)使用料の徴収に関する業務 

(7)共益費（光熱水費等）の徴収及び公共料金等の請求者に対する支払いに関

する業務 
指定期間 令和３年４月１日～令和８年３月 31 日（５年間） 

内 

容 

指定管理料 申請者による提案（ただし、年 54,800 千円を上限とする） 
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内

容 
利用料金

制度 

・利用料金は条例の定める範囲内において、指定管理者があらかじめ知事の

承認を得て定めるものとする。 

・利用料金は、指定管理者の収入とする。 

 

４ 指定管理者審査委員会 

審査方法 
学識経験者、有識者等からなる「静岡県医療健康産業研究開発センター指定

管理者審査委員会」を設置し、指定管理者候補者を決定する。 

委員名簿 

<委員長>廣部 雅昭（東京大学名誉教授） 

<委 員>岩城 徹雄（（一財）アグリオープンイノベーション機構 専務理事兼事務局長）

鈴木 素子（税理士） 

竹村 祐輔（中小企業診断士） 

高山 俊幸（長泉町 都市環境部長） 

審査項目 

及び配点 

 

 

５ 指定管理者の選定 

 (1) 指定管理者候補者 

団体の名称 公益財団法人ふじのくに医療城下町推進機構 

団体の概要 

静岡県が進めるファルマバレープロジェクトを推進し、医療機関を中心とし

て医療健康産業が集積する医療城下町の創生を図り、もって世界一の健康長

寿県の形成及び地域経済の発展に寄与することを目的とする。 

区     分 項     目 配点

１ 団体の事業遂行能力 

・事業の実施における基本的考え方 

・医療健康産業振興の県内取組実績 

・財務状況（貸借対照表・損益計算書等） 

15 

２ 組織体制に関する計画 

・ 職員の配置計画 

・ 職員の教育研修体制 

・ 苦情に対する方策 

15 

３ サービス向上、利用

増進に関する計画 

・ 入居者支援事業の計画 

・ 連携、交流事業の計画 

・ 会議室の利活用 

・ 利用者サービスの計画 

30 

４ 施設管理に関する計画 ・ 効率的な維持管理のための方策 10 

５ 利用者の安全確保に

関する取組 

・ 危機管理体制の構築 

・ マニュアル作成、研修等の実施 

・ 点検・予防の徹底 

20 

６ 経営に関する計画 
・ 収支計画 

・ 管理経費の節減等 
10 

合          計 100 
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提案の概要 

・ファルマバレープロジェクトの第３次戦略計画を土台に、次の第４次戦略

計画における拠点施設の機能を的確に果たすべく、次代を見据えた管理運

営を積極的に展開する。 
・これまでのファルマバレープロジェクト支援業務により積み上げてきたネ

ットワークやノウハウを活用し、ラボマネージャーを中心にリーディング

企業やレンタルオフィス入居者と連携して入居者の研究開発事業を多面

的に支援する 
・医療現場で必要とされる機器の開発を促進するため、施設を最大限活用し

て、医療関係者や研究者からの多彩なニーズと企業のマッチングを図ると

ともに、地域と交流や海外展開を視野に入れた拠点連携など、既存のネッ

トワークを活かした事業を展開する。 
・会議室の利用については、プロジェクト支援のネットワークを活かして、

地域医療機関の研修や企業の人材育成の場、市町や金融機関が実施する企

業向けイベントの場として活用を促す。また、Ｗｅｂ会議環境が整備され

ていることを企業等に積極的にＰＲし、稼働率の向上を図る。 
・施設利用者が適切かつ安心・安全に使用できるよう日常的に保守点検を行

い、施設・設備の保全に努める。新型コロナウイルス感染症の拡大防止の

ため、施設内の消毒、密な接触機会の回避、会議室の貸し出し制限など、

安全対策を実施する。また、ＳＤＧｓの達成に寄与するため、省エネ対策

や環境に配慮した物品購入等を行う。 
・危険の予兆を把握した時点での早期対応や、平時からの事故予防など、リ

スクの発生を未然に回避又は低減することを安全管理の第一とし、利用者

が安全に安心して利用できる環境を維持する。 
・大規模災害等が発生した際には、危機管理計画に基づき、利用者の生命・

身体・財団の保護と被害の拡大防止を最優先に、業務の早期復旧に向けた

事業継続方針に基づくＢＣＰ計画を含め、リスクに対応する。 
・管理経費については、重要性や費用対効果などを精査して、最適化を図り、

業務経費の削減に努める。また、省エネ対策は、入居者負担の軽減やＳＤ

Ｇｓに寄与することから、施設全体として積極的な対応を行う。 

県が支払う委

託料の提示額 

令和３年度 54,800 千円 

令和４年度 54,800 千円 

令和５年度 54,800 千円 

令和６年度 54,800 千円 

令和７年度 54,800 千円  合 計   274,000 千円 

 

（２）選定経過 

申請者 
申請数：１者 
（公益財団法人ふじのくに医療城下町推進機構） 
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選定経過 

令和２年 10 月 16 日に指定管理者審査委員会を開催し、申請者からの事業

計画の説明と質疑応答を行い審査した結果、「公益財団法人ふじのくに医療

城下町推進機構」が指定管理者候補者として適当であるとされた。 

審査結果 

 

区  分 審査項目 配点 
平均
得点

事業の実施における基本的考え方 ５ 4.2 

医療健康産業振興の県内取組実績 ５ 4.2 

団体の事業遂行能

力 

財務状況（貸借対照表・損益計算書等） ５ 3.8 

職員の配置計画 ５ 3.8 

職員の教育研修体制 ５ 3.6 

組織体制に関する

計画 

苦情に対する方策 ５ 3.4 

入居者支援事業の計画 10 8.0 

連携、交流事業の計画 10 8.0 

会議室の利活用 ５ 3.2 

サービス向上、利

用増進に関する計

画 

利用者サービスの計画 ５ 3.2 

施設管理に関する

計画 

施設管理に関する計画 
10 7.2 

危機管理体制の構築 10 7.6 

マニュアル作成、研修等の実施 ５ 3.6 

利用者の安全確保

に関する取組 

点検・予防の徹底 ５ 3.6 

収支計画 ５ 3.2 経営に関する計画

及び委託料の金額 管理経費の節減等 ５ 3.2 

合 計 100 73.8

「適」数 ５人中５人 

注）審査委員会各委員は 60 点を適の目安とし、総合的に適否を判定した上

で審査委員の過半数により指定管理者の候補者としての適否を決する。 

 
委員全員が「適格」とし、公益財団法人ふじのくに医療城下町推進機構

を指定管理者候補者として適正であると判断した。 

 

 


